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１．事業の概要 

新型コロナウイルス感染症の影響を受けている横浜市内の障害福祉サービス等
事業所が、関係者との密接な連携の下、必要なサービスを継続して提供すること
ができるよう、新型コロナウイルスの感染者や濃厚接触者の対応等に要した経費
に対して横浜市が補助します。 
※ 本補助金は国の要綱に基づき、新型コロナウイルス感染症が事業所で発生
したことによる影響をできる限り小さくしていくことを主な目的としていま
す。陽性者、濃厚接触者が発生していなかったり、居宅訪問を行っていない事
業所については、本補助事業の対象外となります。 

 

２．補助対象施設 

「４．助成金額」の表に示したサービスを実施する事業所等のうち、以下のいずれ
かに該当する事業所（該当するか否かについては確認表をご参考ください。） 
 
（１）サービス継続支援事業 
① 利用者又は職員に新型コロナウイルス感染者が発生した児童発達支援、医療
型児童発達支援、放課後等デイサービス、福祉型・医療型障害児入所施設、保
育所等訪問支援、障害児相談支援事業所 
（職員に濃厚接触者が発生し、職員が不足した場合を含む） 

② 濃厚接触者に対応した福祉型・医療型障害児入所施設 
③ 都道府県、保健所を設置する市等から休業要請を受けた児童発達支援、医療
型児童発達支援、放課後等デイサービス事業所 

④ ①及び③以外の児童発達支援、医療型児童発達支援、放課後等デイサービス
事業所であって、当該事業所の職員により、居宅で生活している利用者に対し
て訪問によりできる限りのサービスを提供した事業所（通常形態でのサービス
提供が困難であり、訪問による代替措置を取った場合に限る。※１） 
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※１：「新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準
等の臨時的な取扱いについて（第２報）」に基づき、利用者の居宅においてサー
ビスを提供している場合を指します。（居宅への訪問を行わず電話連絡等のみの場
合は対象としません。） 
 
【対象施設確認表】 

 
 
 
（２）協力支援事業 
以下①②のいずれかに該当した事業所・施設の利用者に必要な障害福祉サービ

スを確保する観点から、当該事業所・施設の利用者の受け入れや、職員が不足し
た場合に応援職員の派遣を行った 児童発達支援、医療型児童発達支援、放課後
等デイサービス事業所、福祉型・医療型障害児入所施設、保育所等訪問支援、障
害児相談事業所 
① ２（１）①又は③に該当する事業所・施設 
② 感染症拡大防止の観点から、自主的に休業した事業所・施設 

 
 
 
 
 

 ① ② ③ ④ 
児童発達支援、医療型児童発達支援 ○  ○ ○ 
放課後等デイサービス ○  ○ ○ 
福祉型・医療型障害児入所施設 ○ ○   
保育所等訪問支援 ○    
障害児相談支援 ○    
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３．補助対象経費 

 令和３年４月１日から令和４年３月 31日までに発生する次の費用 

（１）サービス継続支援事業 
(例) 
○障害福祉サービス事業所・障害福祉施設等のサービス継続に必要な費用 
ア 緊急雇用に係る費用、割増賃金・手当、職業紹介料、損害賠償保険の加入費 
用、帰宅困難職員の宿泊費、連携機関との連携に係る旅費 

イ 事業所・施設等の消毒・清掃費用 
ウ 感染症廃棄物の処理費用 
エ 感染者又は濃厚接触者への対応に伴い在庫不足が見込まれる衛生・防護用品の購
入費用 

 
※ 事業所による自主的なＰＣＲ検査等の自費検査費用は対象外となります。 
 
（以下の費用は、代替サービス提供期間の分に限る） 
・代替サービス提供に伴う緊急雇用に係る費用、割増賃金・手当、職業紹介料、旅
費、損害賠償保険の加入費用・代替場所の確保費用（使用料）・居宅介護事業所に所
属する居宅介護職員による同行指導への謝金・代替場所や利用者宅への旅費・利用者
宅を訪問して健康管理や相談援助等を行うため緊急かつ一時的に必要となる車や自転
車のリース費用・通所できない利用者の安否確認等のためのタブレットのリース費用
（通信費用は除く） 
 

○居宅を訪問してサービスを提供する場合に必要な費用（代替サービス提供期間の分
に限る。） 
ア 代替サービス提供に伴う緊急雇用に係る費用、割増賃金・手当、職業紹介料、損
害賠償保険の加入費用 

イ 代替場所の確保費用（使用料）・居宅介護事業所に所属する居宅介護職員による
同行指導への謝金 

ウ 代替場所や利用者宅への旅費 
エ 利用者宅を訪問して健康管理や相談援助等を行うため緊急かつ一時的に必要とな
る車や自転車のリース費用（購入は対象外） 

オ 通所できない利用者の安否確認等のためのタブレットのリース費用（通信費用 
は除く） 
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単位：円 

（２）障害福祉サービス事業所等との協力支援事業 
 (例) 
○利用者受入や職員の応援派遣に係る費用 
ア 追加で必要な人員確保のための緊急雇用に係る費用、割増賃金・手当、職業紹介

料旅費・宿泊費、損害賠償保険の加入費用 
 
※ いずれの経費も申請日時点で支払いが証明できないものは対象外です。 
※ 上記はあくまで例示であり、限定列挙ではありません。 
 
【注意】 

原則、１つの対象経費を複数の補助事業の対象とすることはできません。 
従って、他の補助事業等で申請(購入)された経費は、本補助事業の対象外です。 
 

また、横浜市から運営費等補助金の交付を受けている事業所については、運営費等補
助金から支出した経費を重複して申請することはできませんのでご注意ください。 

４．助成金額(限度額) 

①～④のどれに該当するかは、「２．補助対象施設」を参照してください。 

○基準額（１事業所あたり） 
施設種別 サービス継続支援事業 協力支援事業 

① ②  ① ② ③ ④ 

児童発達支援事業所 271,000 円 271,000 円 136,000 円 

医療型児童発達支援事業所 172,000 円 172,000 円  86,000 円 

放課後等デイサービス事業所 257,000 円 257,000 円 128,000 円 

福祉型障害児入所施設 985,000 円  493,000 円 

医療型障害児入所施設 529,000 円  264,000 円 

保育所等訪問支援  35,000 円   13,000 円 

障害児相談支援  37,000 円   18,000 円 
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○「基準額」と「対象経費の実支出額」とを比較して少ない方の額を補助額とします。 
なお、1,000 円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとします。 

○特別な事情（同じ事業所・施設でクラスターが複数回発生した場合など）により基準単価
を超えて助成する必要がある場合は、厚生労働省に個別協議の上、必要と認められる場合
に限り基準単価を超えて助成することができます。特別な事情に該当し、かつ、基準単価
を超えて助成を希望される場合は、個別に、本市の事業担当までご相談ください。 

５．申請について 

（１）必要書類                     
 申請の際は次の書類を提出してください。 
申請は原則として事業所・施設ごと（事業所番号ごと）に行ってください。法人でと

りまとめる必要はありません。 
(★→横浜市ホームページからダウンロードしていただく様式です。) 

 
① ★新型コロナウイルス障害福祉サービス継続支援事業補助金交付申請書兼実績報
告書（第 1号様式） 

② ★事業所・施設別申請額一覧（第１号様式別紙（1）） 
③ ★事業所・施設別個表（第１号様式別紙（2）） 
④ （居宅訪問を実施した通所系サービス事業所の場合）居宅訪問を実施したことが
確認できる書類の写し（例：訪問した際の支援記録） 

  （濃厚接触者に対応した入所施設の場合）濃厚接触者に対応したことが分かる客
観的な資料（記録等）の写し 

⑤ 補助対象経費にかかる領収書等の写し（人件費については金額の根拠となる給与
明細や賃金台帳、賃金支払い時の領収書等の写し） 

⑥ ★当該補助金に係る収支決算書 
 

※ ④は、該当する事業所は必ずご提出ください。 
※ ⑤は、「③★事業所・施設別個表（第１号様式別紙（２））」に記載した全て
の費用について必要です。原則、領収書の写しを提出してください。 

※ 原則、申請時までに経費の支払いが終わっているもの（代金が売主に支払われ
ている又は法人の口座から引き落としが終わっているもの）が対象となります。 



7 

 

※ 費用を支払ったことが確認できない見積書、発注書、請求書のみでは、⑥には
該当しません。口座振替やクレジットカードで物品を購入した場合、発注書や請
求書と併せて、該当する引き落としが確認できる書類の写しを添付してください
（通帳の該当部分、振込明細書など）。 

※ ⑤の領収書やレシート等は、対象となる費目・金額を必ず下線・番号付けして
ください。領収書に品目の但し書きがない場合は、わかりやすく記載してくださ
い。（例：「マスク代として」など） 

  また、領収書に購入品目、各品目の数量・金額が記載されていない場合は、内
訳の分かる資料を添付してください。 

※ ⑤の領収書やレシート等には番号を記載し、事業所・施設別個表の積算内訳及
び収支決算書の領収書No.と一致させてください。 

※ ⑤の領収書やレシート等に宛名欄がある場合は、法人名もしくは事業所名が記
載してあることを確認してください。個人名や空欄のものは認められません。  
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※ 支援記録等において、氏名等の個人が特定される可能性のある部分について
は、黒塗りして提出してください。 

※ 原則１回の申請ですが、やむを得ず追加の申請を希望する場合（例：新たに事
業所内でクラスターが発生し、経費が発生した等）は下記の問い合わせ先へご相
談ください。 

※ やむを得ない理由により、申請時点で支払いが完了していない場合は、個別に
対応します。下記問い合わせ先へご連絡ください。 

 
（２）書類の作成方法                         
 
➀ 第１号様式別紙（2）（個票）の着色セルを入力 
（水色セル：必要情報の入力・該当する取組内容のチェック、 
黄色セル：クリックしてプルダウンから選択） 
※積算内訳は入力不要です。収支決算書に記入したものが自動入力されます。 

② 第１号様式別紙（1）（申請額一覧）に正しく反映されているか確認 
※ 第 1号様式は１事業所につき１枚作成、提出してください。同一事業所で複数
サービスを申請する場合や共同生活援助（グループホーム）の申請をする場合、第
１号様式別紙（２）（個表）はサービスごともしくはホーム単位ごとに１部作成し
てください。 

＜作業方法＞ 
エクセルの様式において、個票を複数作成する際は「個票●」シートをコピー

し、●を数字に修正してください。（例）「個票●」シート →「個票２」シート 
増やした個票に入力した内容は「申請額一覧」シートに自動反映されます。 

領収書 No.2 
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（３）提出期限、提出方法、送付先、お問合せ先                    
【提出期限】 
 令和３年 12月 24日（金）必着 
 
【提出方法】 
原則、メールにてデータ（PDF・エクセル・ワード）提出。 
※ メール件名は必ず 

“新型コロナウイルス障害福祉サービス継続支援事業補助金申請（事業所名）” 
としてください。 

 
【提出先アドレス】 
 
 
 

※ メールの添付ファイルが７ＭＢを超える場合、受信をすることができません。そ
の場合はファイルを分割し、数回に分けてお送りください。 

 
 
※ ただし、メール送付が難しい場合は郵送でも可。 

 
〇郵送の場合は下記にご送付ください。 
〒２３１－０００５ 
横浜市中区本町６丁目 50番地の 10 13 階 
横浜市こども青少年局 障害児福祉保健課 
新型コロナウイルス障害福祉サービス継続支援事業等補助金担当 宛 

 
※ 送付の際は、封筒に同封している申請書のサービス種別及び『障害福祉サービス
継続支援事業等補助金交付申請書在中』とお書き添えください。 

※ 請求書の提出については、交付決定通知書送付の際に、別途ご案内します。 
 
 
 
 

Ｅ メ ー ル：kd-syogaijitsusyo@city.yokohama.jp 

横浜市こども青少年局 障害児福祉保健課 
新型コロナウイルス障害福祉サービス継続支援事業等補助金担当 宛 
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【お問合せ先】 ※問い合わせは原則メールでお願いします。 

 Ｅ メ ー ル：kd-syogaijitsusyo@city.yokohama.jp 

※ メール件名は必ず 
“【質問】新型コロナウイルス障害福祉サービス継続支援事業の申請について”と 
してください。 

 
 
【補助金担当電話番号】 
横浜市こども青少年局障害児福祉保健課 
電話 045-671-4274  
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